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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第52期 

第１四半期 
累計期間 

第53期 
第１四半期 
累計期間 

第52期 

会計期間 
自平成25年７月１日 
至平成25年９月30日 

自平成26年７月１日 
至平成26年９月30日 

自平成25年７月１日 
至平成26年６月30日 

売上高 （千円） 839,183 769,348 13,028,002 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △564,716 △543,091 839,176 

四半期純損失（△）又は当期純利

益 
（千円） △366,358 △364,227 366,069 

資本金 （千円） 1,399,000 1,399,000 1,399,000 

発行済株式総数 （千株） 7,660 7,660 7,660 

純資産額 （千円） 3,574,640 3,890,694 4,303,575 

総資産額 （千円） 8,498,817 9,493,557 10,419,748 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △47.84 △49.54 48.16 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 8.00 

自己資本比率 （％） 42.1 41.0 41.3 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２. 売上高には消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）は含まれておりません。

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、非連結子会社２社を有しておりますが、利益基準及び利益剰

余金基準からみて重要性が乏しい子会社であるため記載しておりません。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第52期第１四半期累計期間及び第53期第

１四半期累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第52期は潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

５．第52期の１株当たり配当額には特別配当２円を含んでおります。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策を背景に、企業収益や雇用情勢に改善が見られ

たものの、消費税増税に伴う可処分所得の実質的な目減りによる節約志向が強まり、消費マインドの減退懸念か

ら景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当社が属する建設コンサルタント業界は、東日本大震災からの復興事業及び首都直下地震・南海トラフ巨大地

震に対する防災対策事業、老朽化したインフラ施設の調査・点検業務等、建設コンサルタントの果たすべき役割

も大きなものとなっております。

当社は、このような市場環境を踏まえ、７月には保全エンジニアリング研究所の役割を拡大し、「保全エンジ

ニアリング研究室」「特殊構造技術室」「新エネルギー事業室」「ＰＭ事業室」「川づくり研究室」の５室で構

成したインフラ技術研究所を立ち上げ、新たな分野におけるブランド技術の開発と受注拡大を図ってまいりまし

た。また、前事業年度からの繰越業務量が豊富に確保されている状況から、受注業務の選択と集中を徹底すると

ともに、重点課題である「生産力の強化と品質の確保」「労働環境の改善（所定時間外就労の削減）」に努めて

まいりました。

以上のような事業経過のもと、当第１四半期累計期間における業績は、受注高は42億５百万円（前年同四半期

比91.3％）、受注残高は117億５百万円（同110.3％）となりました。売上高は７億６千９百万円（同91.7％）、

営業損失は５億４千５百万円（前年同四半期５億６千４百万円）、経常損失は５億４千３百万円（同５億６千４

百万円）、四半期純損失は３億６千４百万円（同３億６千６百万円）となりました。なお、当社は官公庁取引が

大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向にあり、第３四半期会計期間までは営

業費用の占める割合が著しく高くなる傾向にあります。そのため、営業利益、経常利益、四半期純利益ともに損

失計上となっております。

 部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社は単一の報告セグメントであるため、セグメントご

との記載はしておりません。

〔構造保全部門〕 

当部門の受注高は23億９千２百万円（前年同四半期比94.7％）、受注残高は55億４百万円（同107.1％）、売

上高は３億２千７百万円（同99.7％）となりました。主な受注業務として、岐阜国道事務所管内における東海環

状（高富から岐阜）岐阜ＩＣランプ橋橋梁詳細設計業務、本州四国連絡高速道路管内における瀬戸大橋（吊橋）

耐震性能照査業務があげられます。

〔社会創造部門〕 

 当部門の受注高は10億８千７百万円（前年同四半期比86.7％）、受注残高は34億７千４百万円（同

116.3％）、売上高は１億９千５百万円（同151.2％）となりました。主な受注業務として、岐阜県における道の

駅防災機能強化型次世代エネルギー導入推進事業委託業務（南飛騨小坂はなもも）、三重県における一般国道

４７７号四日市湯の山道路道路改良事業 環境影響評価（現況調査）業務があげられます。

〔防災部門〕 

 当部門の受注高は５億１千７百万円（前年同四半期比70.0％）、受注残高は15億８千８百万円（同

103.9％）、売上高は８千８百万円（同38.3％）となりました。主な受注業務として、荒川上流河川事務所管内

における荒川中流部築堤段階施工外検討業務、湯沢河川国道事務所管内における八幡平山系（秋田県側）大規模

土砂災害危険度調査検討業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕 

 当部門の受注高は２億６百万円（前年同四半期比238.2％）、受注残高は11億３千７百万円（同118.4％）、売

上高は１億５千７百万円（同105.2％）となりました。主な受注業務として、ベトナム国におけるベトナム・ダ

イガイ橋建設事業・予備可能性調査コンサルティング業務、西日本高速道路（ＮＥＸＣＯ西日本）管内における

阪和自動車道 和歌山管内土木工事施工管理業務があげられます。

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。
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（２）財政状態の分析 

当第１四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末と比べて９億２千６百万円減少し、94億９千３百

万円となりました。主な変動は、運転資金ならびに法人税等の支払による現金及び預金の減少21億４千４百万

円、完成業務未収入金の減少２億４千２百万円、たな卸資産の増加12億６千７百万円、繰延税金資産の増加１億

８千６百万円によるものであります。

負債合計は、前事業年度末と比べて５億１千３百万円減少し、56億２百万円となりました。主な変動は、業務

未払金の減少３億４千１百万円、未払法人税等の減少３億６千万円、未成業務受入金の増加７億２千３百万円に

よるものであります。

純資産合計は、前事業年度末と比べて４億１千２百万円減少し、38億９千万円となりました。主な変動は、剰

余金の配当５千８百万円、四半期純損失３億６千４百万円を計上し利益剰余金が減少したことによるものであり

ます。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

 当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、６百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,660,000 7,660,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 7,660,000 7,660,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成26年７月１日～

 平成26年９月30日
－ 7,660,000 － 1,399,000 － 518,460

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   307,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,347,800 73,478 －

単元未満株式 普通株式     5,100 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 7,660,000 － －

総株主の議決権 － 73,478 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

大日本コンサルタント株

式会社

東京都豊島区駒込三丁目23

番１号
307,100 － 307,100 4.01

計 － 307,100 － 307,100 4.01

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による子会社の割合は次のとおりであります。

 
当第１四半期

累計期間
  前事業年度  

前第１四半期

累計期間
  前々事業年度

 資産基準 1.1%   1.2%   1.0%   0.9%

 売上高基準 6.0%   1.9%   3.9%   1.2%

 利益基準  －%   3.4%    －%   2.0%

 利益剰余金基準 4.2%   2.6%   3.8%   2.1%

 ※会社間項目の消去前の数値により算出しております。

   当社の事業に季節性があるため、当第１四半期累計期間の数値には一時的に上昇しているものがあります

が、最近事業年度及び前年同期の財政状態及び経営成績等の状況を総合的に判断した結果、子会社の重要性は

乏しいものと判断しております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,166,664 1,021,982 

完成業務未収入金 543,629 300,983 

たな卸資産 1,677,655 2,945,636 

繰延税金資産 162,035 419,559 

その他 96,926 136,840 

貸倒引当金 △1,088 △624 

流動資産合計 5,645,822 4,824,378 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 631,061 618,569 

土地 2,894,337 2,843,580 

その他（純額） 127,978 137,758 

有形固定資産合計 3,653,378 3,599,907 

無形固定資産 106,684 111,153 

投資その他の資産    

投資有価証券 514,482 530,777 

繰延税金資産 272,038 201,402 

その他 264,843 265,103 

貸倒引当金 △37,501 △39,164 

投資その他の資産合計 1,013,863 958,118 

固定資産合計 4,773,926 4,669,179 

資産合計 10,419,748 9,493,557 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成26年６月30日) 
当第１四半期会計期間 
(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

業務未払金 669,916 328,842 

1年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000 

未払法人税等 385,547 25,362 

未成業務受入金 2,332,205 3,055,936 

賞与引当金 - 187,487 

受注損失引当金 18,100 14,900 

その他 1,492,801 817,203 

流動負債合計 4,998,570 4,529,732 

固定負債    

長期借入金 225,000 200,000 

退職給付引当金 814,535 798,326 

資産除去債務 50,056 50,153 

その他 28,010 24,651 

固定負債合計 1,117,602 1,073,131 

負債合計 6,116,173 5,602,863 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,399,000 1,399,000 

資本剰余金 1,518,460 1,518,460 

利益剰余金 1,276,065 853,014 

自己株式 △100,515 △100,515 

株主資本合計 4,093,009 3,669,959 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 210,565 220,734 

評価・換算差額等合計 210,565 220,734 

純資産合計 4,303,575 3,890,694 

負債純資産合計 10,419,748 9,493,557 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 839,183 769,348 

売上原価 704,783 606,456 

売上総利益 134,400 162,892 

販売費及び一般管理費 699,276 708,497 

営業損失（△） △564,876 △545,605 

営業外収益    

受取事務手数料 1,124 879 

受取賃貸料 903 1,495 

為替差益 - 1,769 

その他 2,944 1,488 

営業外収益合計 4,972 5,632 

営業外費用    

支払利息 3,362 1,394 

その他 1,450 1,724 

営業外費用合計 4,813 3,118 

経常損失（△） △564,716 △543,091 

税引前四半期純損失（△） △564,716 △543,091 

法人税、住民税及び事業税 13,842 13,847 

法人税等調整額 △212,201 △192,711 

法人税等合計 △198,358 △178,863 

四半期純損失（△） △366,358 △364,227 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げた定

めについて当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方

法を平均残存勤務期間に対応する単一年数の国債利回りを基礎として決定する方法から、退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した優良社債を基礎とする単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更い

たしました。これによる財務諸表への影響はありません。
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（四半期損益計算書関係）

 前第１四半期累計期間（自  平成25年７月１日  至  平成25年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自  平

成26年７月１日  至  平成26年９月30日）

 売上高の季節的変動

  当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向があり、第３

四半期会計期間まで営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

第１四半期累計期間に係る減価償却費

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日）

減価償却費 36,011千円 40,060千円

 

（株主資本等関係）

配当金支払額

 前第１四半期累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日）

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月20日 

定時株主総会
普通株式 61,266千円 8円 平成25年６月30日 平成25年９月24日 利益剰余金

 

 当第１四半期累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年９月19日 

定時株主総会
普通株式 58,823千円 8円 平成26年６月30日 平成26年９月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は地域別に設置した支社を事業セグメントとし、本社機構を「その他」事業セグメントとして設定し、取

締役会に定期的報告を実施しております。ただし支社事業セグメントについては、その事業内容等の経済的特徴の

類似性、本社事業セグメントについては、金額の重要性を勘案し、報告セグメントとしてこれらを単一のセグメン

ト（建設コンサルタント事業）に集約しております。したがって、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日）

  １株当たり四半期純損失金額（△） △47円84銭 △49円54銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（△）（千円） △366,358 △364,227

普通株主に帰属しない金額（千円） － -

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △366,358 △364,227

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,658 7,352

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月10日

大日本コンサルタント株式会社 

 
  取 締 役 会 御中 
 
 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 内田 淳一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 千鶴子 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日本コンサル

タント株式会社の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの第53期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年７月１

日から平成26年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大日本コンサルタント株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
 




